
                          

 

 

 

 

 

e ラーニングを導入した 

看護師等養成所の専任教員養成講習会の 

実施方法に関する検討会報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年６月８日 

厚生労働省 

 

 



目次 

 

はじめに                          ・・・・・１   

 

Ⅰ．eラーニングを適用した教育内容の基本的な考え方      ・・・・・２   

１．eラーニングの導入について             ・・・・・２    

２．適用する授業科目について              ・・・・・３ 

  (1)基礎分野について                 

  (2)教育分野について                 

  (3)専門分野について                 

  (4)その他について                  

３．評価方法等について                 ・・・・・５  

   (1)評価方法について                 

   (2)単位認定の方法について             

(3)評価結果の活用について              

４．コンテンツ作成時の留意点              ・・・・・６ 

 

Ⅱ．eラーニングを適用した場合の教育体制の整備         ・・・・・７   

 

Ⅲ．eラーニングシステムの運用                ・・・・・７ 

１．主催者（都道府県等）の役割等について        ・・・・・７ 

  (1)主催者（都道府県等）の役割及び実施上の留意点    

  (2)運営主体の役割                   

  (3)国の役割                      

  ２．教育担当者の役割等について             ・・・・・８  

 

Ⅳ．今後の課題                        ・・・・・９   

 

構成員名簿                         ・・・・１０  

 

参考１．専任教員養成講習会実施要領（抜粋）         ・・・・１１  

 

参考２．専任教員養成講習会及び教務主任講習会ガイドライン（抜粋）・・１４  



 

はじめに 

 

我が国は、今日までに高い保健医療水準に到達し、世界最高水準の平均寿命

を実現するに至った。その一方、少子化、高齢化の進展など社会構造の急激な

変化に直面し、看護職員に対する期待が高いものとなっていることから、看護

職員の質の向上を図ることが重要な課題であり、看護師等養成所の看護教員の

確保及び質の向上が不可欠である。  

看護教員については、平成 20 年 7 月にまとめられた「看護基礎教育のあり方

に関する懇談会 論点整理」において、看護基礎教育の充実に向けた方策を進

める上での課題の１つとして、看護教員の質・量の確保が挙げられた。 

これを受け、平成 21 年 3 月の「看護の質の向上と確保に関する検討会 中間

とりまとめ」では、看護教員の専門性の向上や高度な医療・看護実践能力の習

得が求められるとして、継続教育や看護教員が実践能力を維持・向上するため

の機会の確保などが必要と指摘された。 

さらに、平成 21年度に開催された「今後の看護教員のあり方に関する検討会」

では、看護師等養成所における看護教員の質の平準化と向上を目指し、看護教

員養成のためのガイドラインの作成が求められ、平成 22 年度に、国が「専任教

員養成講習会及び教務主任養成講習会ガイドライン」を示した。これを踏まえ、

平成 23 年度から、都道府県等において当該ガイドラインに沿って講習会が実施

されている。 

一方、看護教員の量の確保については、「今後の看護教員のあり方に関する検

討会報告書」において、専任教員養成講習会の受講を促進するため、就労を継

続しながらでも受講できるように e ラーニング等の通信制の導入を検討するこ

とも提言されている。 

本検討会では、このような提言等を踏まえ、専任教員養成講習会の受講を促

進する観点から、専任教員養成講習会に e ラーニングを導入した場合の実施方

法について具体的に検討するため、平成 24 年 1 月から 5 月まで 4 回にわたる検

討を重ね、今般その結果を報告書としてとりまとめたのでここに報告する。 
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Ⅰ． e ラーニングを適用した教育内容の基本的な考え方 

 

１．e ラーニングの導入について 

  専任教員養成講習会（以下、「講習会」という。）は、看護師等養成所にお

いて看護教育を行う上で、社会の変化に対応する教育実践を創造できる能力

を育成する教育課程であり、都道府県又はこれに準じるものとして厚生労働

省が認める者が「専任教員養成講習会及び教務主任養成講習会ガイドライン」

（以下「ガイドライン」という。）に沿って実施している。現在、集合研修で

行われており、期間が 8～12 ヶ月と長期にわたる。このため、専任教員を希

望する者が就労を継続しながら受講することが難しいことや、講習会を開催

する都道府県が限られていること等の理由から未受講教員が多いことが問題

となっている。 

この問題の解決の一つの方法として、講習会への e ラーニングの導入が挙

げられている。e ラーニングは、近年におけるインターネットインフラの整備

と利用者の増大及びパーソナルコンピューターの性能の向上や個々人への普

及、さらにコンテンツ開発技術の発展等により、大学においても e スクール

コースを設定するなど、教育の場にもすでに幅広く活用されている。さらに、

e ラーニングには、遠隔地であっても受講生が、各自の都合の良い時間帯に学

ぶことができることや、何度でも視聴し復習を重ねて確認できるという利点

もある。 

 一方、教員として成長するためには、他者との交流によって教師としての

自分の力量不足を認識するとともに、教育に関する考え方や体験等を聴くこ

とによって新たな気付きを得ることが必要である。特に、看護師等を養成す

る看護教員は、教育を行うための理論と実践を連動させる学習機会を持つこ

とが重要であり、そのようなプロセスを経て学んだことによって、学生の態

度を育成する能力も獲得できる。 

このため、教員に必要な最低限の知識や基本的な理論を系統的に教授する

ような教育内容については、原則として e ラーニングの導入は可能であるが、

教育内容によっては、その方法や内容等から適用できない授業科目もある。

受講生への教育効果や教員養成という観点からは、受講生と他の受講生や講

師、教育実習先の学生等との相互作用を必要とする演習や実習などでは、そ

の適用に馴染まない授業科目もある。 

また、e ラーニングの導入は、講習会の主催者である都道府県等が導入の有

無や授業科目を検討することが適当である。 
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２．適用する授業科目について 

講習会の教育内容は、大きく「基礎分野」、「教育分野」、「専門分野」、「そ

の他」に区分され、原則として 34 単位、855 時間以上としている。 

 

（1）基礎分野について 

「基礎分野」は、看護教員として必要な基礎知識を学ぶことを目的に 4 単

位、60 時間以上としている。 

この教育内容は、教員としてものの見方、考え方を広めるための内容、教

育学に関する内容、教育の対象である学生の理解を深めるための内容とし、

論理的思考や表現力を養うための内容、情報化に対応し得る能力を養うため

の内容等である。その具体的な授業科目は都道府県等の主催者が地域の実情

に応じて設定し実施している。 

このような現状を踏まえると、この分野に e ラーニングを適用できるもの

の、その優先度は低いのではないかという意見があった。 

一方で、講師の確保に苦慮している主催者もあり、それが講習会の開催を

困難にしている理由の一つであるという実情を考慮すると、講習会の開催を

促進するため、これらの授業科目に e ラーニングを適用し、主催者が選択で

きることも必要ではないかという意見もあった。 

さらに、幅広く様々な授業科目を設定することで、受講生の選択の幅を広

げる方がよいのではないかという意見があったが、その一方で、現段階では

主催者が実施している授業科目を参考とし、必須で実施すべき授業科目を明

確にした上で e ラーニングを実施することが望ましいのではないかという意

見もあった。 

 

（2）教育分野について 

「教育分野」は、教育の原理を系統的に学ぶこと、具体的には、教育の本

質、教育方法、技術学習過程、教育評価の基本的な理論を学ぶことを目的に

「教育原理」、「教育心理学」、「教育評価」、「教育方法」について併せて 4 単

位、90 時間以上としている。 

教育分野は、教育の基本を理解するために設定されている分野であること

から、すべての科目に e ラーニングが適用できるという意見があった。ただ

し、適用する際には、各科目の目標を理解したうえでコンテンツを作るべき

である。特に、教育原理については、単に教育の歴史や制度ではなく、教員

のあるべき姿に対するメッセージを伝える必要がある。このため、e ラーニン
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グを適用する際には、工夫が必要である。 

また、この分野に e ラーニングを適用する場合、作成するコンテンツの 90

時間の内訳については、専門分野に関連が深い教育内容がある「教育方法」

及び「教育評価」は、専門分野でも学ぶ機会があることから 15 時間とし、専

門分野では学ぶ機会の少ない「教育原理」及び「教育心理学」を 30 時間とす

る意見があった。 

一方で、「教育評価」については、教育目的や授業構成など全体的な構成を

理解する上でも非常に重要であることから 30 時間とした方がよいという意見

もあったが、作成するコンテンツは、「教育方法」及び「教育評価」は 15 時

間とし、「教育原理」及び「教育心理学」を 30 時間として、講習会主催者が

さらに教育を充実させたい場合は、内容及び時間を加えることが現実的であ

るとされた。 

 

（3）専門分野について 

「専門分野」は、看護学の教授、学習活動に関する理論を学ぶことを目的

に 24 単位、675 時間以上としている。 

この分野は、「看護論」や「看護教育論」のように主に講義で構成される授

業科目と、「看護論演習」や「看護教育課程演習」のように主に演習で構成さ

れる授業科目がある。 

主に講義で構成される授業科目では、「看護論」、「看護教育課程論」、「看護

教育方法論」等の科目で、課題を提示して議論をするというように、講義の

中にグループワークを取り入れて行っている場合もあることや、講義で学ん

だことを演習の中で活用して初めて確実に学んだことになるため、集合研修

が必要であり、e ラーニングは馴染みにくいのではないかとの意見があった。

一方で、演習以外の授業科目での適応は可能であるとの意見があった。その

際には、集合研修で行われる演習との繋がりが持てるよう構成の仕方を工夫

する必要がある。 

主に演習で構成される授業科目については、グループワークが必要であれ

ば、BBS（電子掲示板）や Skype（インターネット電話サービス）を使って、

受講生間で時間を調整して意見を集約し発表することができるため、e ラーニ

ングの適用は可能であるという意見があった。一方で、受講生の知識の定着

や幅広い視野と見識の修得等のためにも意見交換の場が重要であることや、

受講生が集まって学ぶことによって効果が期待されるものであることから、

これまでどおり集合研修とすることとしてはどうかという意見もあった。そ
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の理由は、「看護教育方法」の授業科目には「看護教育実習」があるが、この

科目は、教育現場で講義・臨地実習指導を体験し、実践的な教育方法等を学

ぶことから、e ラーニングが適用できないためである。 

また、授業科目の「研究」については、2 単位、60 時間以上としているが、

この科目では、一つは看護教育における研究の意義等の理解、もう一つは研

究活動への活用や看護研究の指導方法を学ぶことから、前者では e ラーニン

グが適用できるが、後者では講義で学習した知識について演習で整理し、教

員としての指導方法を獲得することが必要なため、e ラーニングと集合研修を

1 単位、30 時間ずつとすることが望ましい。 

 

（4）その他について 

「その他」は、教育内容全体に幅や深さを持たせるための内容として、具

体的には健康政策論、医療経済論、リーダーシップ論などの授業科目の例を

ガイドラインで示しており、主催者が設定し実施している。 

そのため、e ラーニングの適用については、優先度は低いと考えてよいとい

う意見と、幅広くいろいろな授業科目を設定し、受講生が主体的に選択でき

るようにしてはどうかという意見があった。 

また、主催者によっては講師を確保することに苦慮しているという実態や、

医療や看護の動向等について、地域レベルではなく国全体の状況を理解でき

るような教育内容を計画したいものの、情報を得ることが困難等の実態もあ

るため e ラーニングの適用が望ましいという意見もあった。 

 

 

３．評価方法等について 

e ラーニングを適用する授業内容においても、学習の質を保証するために、

適切な評価を行い、次の学習につなげることが重要である。 

e ラーニング適用科目の評価方法としては、主としてテストやレポートがあ

る。 

 

（1）評価方法について 

テストは、形式を択一式とし、プールされた問題からランダムに出題され、

一定の時間内に、一定数以上の正答数をもって当該科目の受講修了とするこ

とが適切である。そのため、コンテンツ作成には、設問、解答及び解説の作

成の業務や、事業運営時には受講履歴やテスト修了の確認の業務が必要とな
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る。 

レポートによる評価の場合は、Web 上で実施できると、授受の記録ともなる

が、レポートの評価にあたっては、集合研修と同様に、採点基準の作成が必

要である。 

また、講習会においては単に知識の習得のみを目的とした授業科目はない

ことから、e ラーニングへの参加状況を評価することも必要である。具体的に

は、例えば BBS にどのくらい参加したのか、どのような内容の発言をしたの

かについても評価の対象とすることを検討するべきである。 

 

（2）単位認定の方法について 

各コンテンツ（例えば、1 コンテンツは、20～30 分程度の教育内容で構成

されるイメージ）視聴後に形成評価として理解度のテストを行い、全てのコ

ンテンツ視聴後に総括評価としてテスト又はレポートで行うことが考えられ

る。e ラーニングが適用されている授業科目については、単位認定までを e ラ

ーニングの運営主体が実施する。 

 

（3）評価結果の活用について                          

また、採点結果の周知に際しては、各受講生が受講生全体のどのくらいの

位置にあるかが分かるものとするような工夫も必要である。 

 

 

４．コンテンツ作成時の留意点 

専任教員の養成において、コンテンツは、情意・情動を伝えられるよう臨

場感のあるものを作成することが重要となる。 

コンテンツは、主に、講師の授業をライブ映像で撮影し作成されたもの、

パワーポイントで作成されたもの、その両方を合わせて作成されたものがあ

るが、教育効果やコンテンツの改善のしやすさ、コスト等の観点から、それ

ぞれのメリットとデメリットを考慮して選択することが求められる。 

また、受講生が効果的に学べるよう鮮明な画像とすることは当然であるが、

単に講師が画面中央で解説するようなものではなく、受講生と講師との双方

向でのやり取りがリアルに行われているような技術的な工夫をすることや、

受講生が自ら学習して演習に臨めるよう演習前に知識や技術を確認できるよ

うなコンテンツも求められる。 

このようなコンテンツの作成には、専任教員の養成や教育について十分な
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知識や経験がある者はもちろん、e ラーニングについてその作成技術を備えて

いる者も企画、作成に一緒に関わることが必要である。 

さらに、コンテンツ作成の際、第三者の著作物の二次利用について、関連

する法令を十分に確認する必要がある。 

 

 

Ⅱ． e ラーニングを適用した場合の教育体制の整備 

 

   e ラーニングは、集合型の研修と異なり、受講生自身が受講計画を立て、

自己管理をしながら学習を進めるものであり、モチベーションを維持しなけ

れば学習は進まない。このため、受講生自身の学習の計画性や自律的な学習

姿勢が重要であり、これを支えるための教育体制を整備する必要がある。 

受講生の学習が継続するよう支援するためには、受講生からの質問や意見

に直接答えることや受講生と講師の 1 対 1 の関係が担保できる体制を整備す

ることが必要である。 

受講生の質問や意見に直接対応できるような体制としては、先行事例では、

一定のトレーニングを受けた「教育コーチ」や「チューター」などの名称で

学習をサポートする仕組みが作られており、e ラーニング運営主体はこのよ

うな者を位置づけることも効果的である。 

     

 

Ⅲ. e ラーニングシステムの運用 

 

１． 主催者（都道府県等）の役割等について 

 

（1）主催者（都道府県等）の役割及び実施上の留意点 

都道府県等の講習会の主催者は、現行では、開催の決定、受講生の募集、

シラバスの作成、講習会の実施、単位認定、修了証の交付等を行っているが、

導入後は、e ラーニング適用科目からどの科目を選択するかの検討、また、

e ラーニング運営主体との調整業務も含まれるようになることが考えられ

る。 

また、主催者が実際に教育計画を立案する際には、いくつか留意するべ

き点がある。まず、e ラーニングと集合研修の組み合わせ方については十分

に検討する必要があり、各々の教育内容の目標や内容をよく考慮したうえ
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で、受講生が理論と実践を連動させることができるようにするべきである。 

さらに、e ラーニングを適用した授業科目の学習の順序についても検討す

べきである。また、受講生の受講が継続できるよう所属先とも連携を図るこ

とが求められる。 

 

（2）運営主体の役割 

e ラーニング運営主体においては、コンテンツの配信、受講生からの質疑

応答等への対応（レポートの採点など）、e ラーニング適用科目の単位認定、

ID-PW（受講者識別記号-パスワード）の管理、都道府県等との調整業務など

が考えられる。 

また、ネットワーク等のトラブルや使用方法等の問い合わせに対応するた

め、適宜電話やメールで対応できるような体制も必要である。 

 

（3）国の役割 

 国は、主催者に対して講習会に関する情報の提供や相談への対応等を行っ

ているが、導入後は、e ラーニングを運営するための組織体制の変更や教育

担当者の役割の拡大等も含めた現行のガイドラインの改定を行うとともに、

運営主体の委託、運営に関する助言を行い、円滑に講習会が実施されるよう

支援を行う。 

 

 

２．教育担当者の役割等について 

現行のガイドラインでは、講習会の主催者は、専任の教育担当者を置くこ

ととされている。 

教育担当者は、演習に必要な講義を聴講し理解したうえで、演習を運営す

る際のマネジメントを行っている。このため、e ラーニングの導入後におい

ても、授業科目のつながりを確保するため、集合研修を担当する講師に関連

のある e ラーニング適用科目の授業内容を十分に理解し説明を行う等、調

整を図る必要がある。 

また、e ラーニングを適用した場合、受講生は他の受講生との交流を持ち

にくく、理論と実践の連動をしにくい環境にあることから、その解決策とし

て、多様な視点からの意見交換の場を持つことや、討論する場として BBS を

活用するなど、学習コミュニティの育成を支援することも必要である。 

このように、e ラーニングを適用することにより教育担当者の役割が拡大
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することとなるため、e ラーニング業務の増加分を見込んだ人員の確保が必

要である。 

 

  

Ⅳ.今後の課題 

 

 本検討会においては、これまで集合研修で実施されてきた専任教員養成講

習会へ e ラーニングを導入する場合の効果的な方法について検討を行った。 

今後は、e ラーニングを導入した専任教員養成講習会の実施方法として、

受講生の事情等に応じた複数年にわたる履修や、既に専任教員として業務に

従事している者の学び直しとしての機会の提供、コンテンツの配信期間等に

ついても検討を行うことが必要である。 

また、受講生の学習効果を高めるためには、随時、授業評価に基づく教育

内容の改善が必要だが、e ラーニングの場合には、コンテンツを改善するに

は多くの時間と人手がかかるため、授業評価を行い、それに基づいたコンテ

ンツの改良方法やその頻度等についても計画的に取り組む必要がある。           

  
 今後、専任教員養成講習会において、ｅラーニングが円滑に導入されるこ

とにより、専任教員養成講習会の受講が促進され、専任教員の質が向上する

ことを期待したい。 
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参考１． 

専任教員養成講習会実施要領（抜粋） 

看護教員に関する講習会の実施要領について（平成 22年 4月 5日、医政発 0405第３）（抜粋） 

              

１ 目的  

  看護職員の養成に携わる者に対して必要な知識、技術を修得させ、もって看護教育の内

容の充実向上を図ることを目的とすること。  

２ 講習会の実施  

  講習会は、都道府県又はこれに準ずるものとして厚生労働省が認める者が別に示す専任

教員講習会及び教務主任講習会ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）に沿っ

て実施するものとすること。 

  ただし、都道府県が実施する場合において、都道府県が事業の目的達成のために必要が

あると認めるときは、業務の一部をその適当と認める者に委託することができること。  

３ 単位等   

  原則として 34単位（855時間）以上とすること。 

４ 受講対象者  

  保健師、助産師又は看護師として 5年以上業務に従事した者であって、本講習会修了後

看護教育に従事する者とすること。  

５ 教育内容  

  別紙 1の講習科目を標準とすること。  

６ 教室等  

 （１）講習期間中、専用に利用できる教室が確保できること。  

 （２）グループワークを実施するための部屋（演習室）が確保できることが望ましいこと。  

 （３）必要な図書を有する図書室を利用できること。 

（４）教室等は採光、換気等が適当であり、受講者数に応じた面積を確保するなど、学習

環境にふさわしい考慮がなされていること。 

７ 講習会担当者  

  教育担当者及び事務担当者を配置すること。なお、教育担当者は専任であることが望ま

しく、原則として次のいずれかに該当する者であること。  

 （１）看護教員養成講習会等の修了者であって、専任教員の経験を有するもの。 

（２）保健師、助産師又は看護師として保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和

26年文部省・厚生省令第 1号）別表三の専門分野の教育内容のうち、1つの分野に

3年以上従事した者であって、大学において教育に関する科目を履修したもの。  

８ 講師  

（１）講師は大学教授、准教授又はこれらに準ずる者（教務主任等）とすること。 

 （２）演習のグループワークの指導者については、必要数を確保すること。  

９ 手続等 
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 （１）講習会を実施しようとする者は、毎年度 2月末日までに次の事項を記載した認定申

請書を本職あて提出すること。 

    なお、認定申請は、実施しようとする講習会ごとに行うものとすること。 

    また、申請後にその申請内容について変更がある場合には、あらかじめ変更申請を

行い、承認を得ること。 

   ア 開催の目的 

   イ 主催者の名称及び主たる事務所の所在地 

   ウ 講習会に要する経費の収支予算 

   エ 講習会の名称 

   オ 講習会の会場の名称及びその所在地 

   カ 開催期間及び日程 

   キ 受講者の定員 

   ク 教育内容（受講者の各科目の到達目標を含む。） 

   ケ 各教室等の用途及び面積 

   コ 教育担当者及び講師の氏名、担当科目及び時間数並びに職業及び職位 

   サ 事務担当者の氏名 

  （２）（１）の認定申請書には次に掲げる書類を添えること。 

   ア 教育担当者の履歴書 

     なお、履歴書は、教育担当者として必要な経歴を有することを明らかにするもの

とすること。 

   イ 都道府県が業務の一部をその適当と認める者に委託する場合は、委託契約書（写） 

   ウ その他参考となる資料 

（３）講習会修了者には、修了証（別紙 2）を交付すること。 

（４）ガイドラインを参考に、受講者の出席状況に加え各受講科目の評価を行い、修了

を認めることが望ましいこと。科目の評価については、特に重要となる専門分野科

目のみの評価でも可とすること。 

（５）講習会の終了後は、1 か月以内に次の事項を記載した実施状況報告書を本職あて

提出すること。 

  ア 修了者数 

  イ 講習会の実施状況の概要及びその評価 

（６）修了者に関する記録その他の講習会の実施に関する記録は、適切に保管すること。 
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参考２． 専任教員養成講習会及び教務主任養成講習会ガイドライン（抜粋） 

表３ 教育内容一覧 

 

＜基礎分野＞ 看護教員として必要な基礎知識を学ぶ。 

教育内容 目 標 授業科目 時間数 単位数 主な内容 

看護教育の基盤 

 

 

ものの見方や考え方を広

げ、教育の対象である学習

者の理解を深める。 

＜授業科目の例＞ 

論理学 

哲学 

情報科学 

倫理学、生命倫理 

青年心理学、社会心理学 

人間関係論 

比較文化論、文化人類学 

等 

６０ 

 

４ ＜教育内容＞ 

・論理的思考と表現力を養うための内容 

・ものの見方や認識について理解するための内容 

・情報化に対応し得る能力を養うための内容 

・青年期である学生の価値観や信条・文化を理解するための

内容 

・学習者との相互理解を基本とした援助関係を形成できる能

力を養うための内容 

 

＜教育分野＞（教育に関する分野） 教育の原理を系統的に学ぶ。 

教育内容 目 標 授業科目 時間数 単位数 主な内容 

教育の基盤 

 

教育の本質、教育方法、技術

学習過程、教育評価の基本的

理論を学ぶ。 

 

 

 ９０ ４  

教育原理 

 

 

  ・教育の本質 

・教育の目的 

・教育の歴史 

・教育の内容（教育内容と教育課程） 

・教育制度 

教育心理学   ・成長発達に伴う学習者の心理の理解 

・学習者の個別的理解 

  評価的理解 

  共感的理解 

・学級集団の理解 

・学習理論と学習指導の方法 

・学習過程とそれに関与する心理学的要素 

教育評価   ・教育評価の意義と機能 

・教育目標の分類体系とその活用 

・評価の種類 

・評価用具の信頼性と妥当性 

教育方法   ・教育方法のとらえ方 

・教授－学習理論の変遷と現状の理解 

行動主義による学習観、認知心理学による学習観、 

状況論的学習観 

・工学的アプローチと羅生門的アプローチの理解 

・教授－学習方法の原則の理解とその活用方法 

・教授－学習過程の理解 

・教材研究の知識と活用方法 

・指導技術の知識と活用方法 

・授業の評価の方法 

 

＜専門分野＞（看護に関する分野） 看護学の教授、学習活動に関する理論を学ぶ。 

教育内容 目 標 授業科目 時間数 単位数 主な内容 

看護論 

 

 

 

 

 

人間の健康、看護の考え方

を多角的に学び、自己の看

護観を明確にする。 

 

看護論 

 

３０ １ 

 

・看護の定義とその変遷 

・「人間」「健康」「環境」「看護」の概念の明確化 

看護論演習 

 

 

 

３０ １ 

 

・看護師の役割と専門性 

・看護活動の場と対象のニーズ 

・生命倫理や人権意識と看護 

・自己の看護実践の振り返りからの看護観の明確化 

看護教育学 

 

 

看護教育の目的、内容、方法

などの基本理論を学び、看護

教育のあり方について考え

る。 

看護教育論 

 

 

１５ １ ・看護教育を支える法制度と看護教育の現状 

・看護教育を取り巻く環境の変化 

・看護教育における倫理の理解 

・看護教育における教師の役割と求められる資質 

・看護教員として果たすべき責務と業務の範囲 

・看護基礎教育と生涯教育 

看護教育制度の変遷と現在

の教育制度について理解す

る。 

看護教育制度 

 

１５ １ ・看護教育制度の成り立ちと変遷 

・現在の看護教育制度 

・現代の看護教育の問題点と将来の展望 

看護教育課程 

 

 

 

看護教育課程編成の基本的

な考え方を学び、看護学全体

の構造を理解する。 

 

 

 

 

看護教育課程論 

 

 

 

 

 

４５ ２ ・教育課程の基礎理論の理解 

・看護教育課程の理解 

  看護教育制度からみた教育課程の理解 

  保健師助産師看護師学校養成所指定規則の理解 

・看護教育課程の編成方法の理解 

統合分野の考え方 

  統合分野における教育内容とその方法の理解 

・教育課程評価の考え方と方法 
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看護教育課程編成のプロセ

スを学び、看護師教育のあり

方を理解する。 

 

 

 

 

看護教育課程演習 

 

 

 

 

 

 

 

６０ ２ ・看護教育課程の編成の実際 

  看護教育のニーズと制約の考え方と実際 

  教育理念の考え方と実際 

  期待する卒業生像の考え方と実際 

  教育目的、教育目標の考え方と実際 

  教育内容の抽出の考え方と実際 

  教育内容の組織化の考え方と実際                    

・看護教育課程の課題 

看護教育方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

学習指導計画、教材作成につ

いて学び、これを活用して講

義、演習、実習等における

展開方法を学ぶ。 

 

看護教育方法論 

 

 

９０ ３ ・看護教育における教授―学習活動の成立 

・看護教育における教材と教材研究 

教材研究の過程 

看護技術教育における教材の精選 

臨地実習における学習者の経験の教材化 

・看護教育における技術教育および問題解決能力、「統合」

する力を育成する方法 

  看護技術力を促す教育方法 

  思考過程を促す教育方法 

「統合」する力を育てる教育方法 

・看護教育における教授学習計画作成の考え方 

講義、演習、臨地実習指導案作成の考え方 

・教育指導技術の種類と特徴 

・授業評価の考え方（講義、演習、臨地実習） 

学習指導計画、指導案を作成

し、模擬授業を行い（実習指

導を含む）、その結果を考慮

し看護教育方法を身につけ

る。 

看護教育方法演習 

 

 

９０ ３ ・単元の学習指導計画の作成の実際 

・講義の指導案作成 

・演習（カンファレンス、技術演習）指導案の作成 

・臨地実習の学習指導計画および指導案の作成 

・授業のリフレクションによる自己の課題の明確化 

看護教育の理論と技術を実

際に適用し、教育方法や教師

のあり方を学ぶ。 

看護教育実習 

 

 

 

９０ ２ ・看護学生の理解の実際 

・講義または演習の指導の実際 

・臨地実習指導の実際 

・看護教師のあり方の理解 

看護教育演習 

 

 

各領域別看護における内容

とその構造を理解する。 

専門領域別看護論 １５ １ ・在宅看護、国際看護、災害看護、医療安全、看護管理の

概要と構造の理解 

各専門領域別看護の教育内

容、教育方法について学ぶ。 

（選択制） 

(統合分野を含む専門領域か

ら一領域を選択） 

専門領域別看護論演習 

 

 

６０ ２ ・各専門領域の概要と構造の理解 

・各領域の専門的研究に対する文献等のクリティークからの

教育内容の明確化 

・各領域の看護実践の振り返りと看護教育に必要な教育内容

や教育方法の明確化 

看護教育評価 

 

 

 

看護教育内容の評価方法を

理解し、その適用について学

ぶ。 

 

看護教育評価論 

 

 

３０ １ ・看護教育における評価の目的と機能 

・看護教育における評価目標設定と評価基準 

・看護教育における授業内容と評価用具 

・看護教育における授業の評価計画 

・看護教育評価の現状と課題 

看護技術評価を作成し、看護

教育評価の理解を深める。 

看護教育評価演習 ３０ １ ・看護技術における評価規準と評価基準の作成の実際 

・看護技術の評価方法の実際 

研究 

 

看護教育における研究の意

義を理解し、研究結果の教育

活動への活用や看護研究の

指導方法を学ぶ。 

 

研究方法 

 

 

 

６０ ２ ・看護研究の意義と目的 

・文献検索の意義と方法 

・看護研究デザインと研究プロセスの理解 

・研究論文の読解と研究結果の活用 

・学生が事例研究を学ぶ意義と指導方法 

・看護学における研究の現状と課題 

看護学校経営 看護学校の組織運営の特性

と管理のあり方を学ぶ。 

 

看護学校管理 １５ １ ・学校管理の基本 

・看護学校運営に関する指導要領及び手引きの理解 

・看護学校経営と組織運営の特性 

・学校管理における教員の役割 

・看護学校における管理の実際 

 （人事管理、学級管理、事務管理、図書管理、施設・物品

管理、危機管理、情報管理など) 

・看護学校運営の評価と今後の課題 

 

＜その他＞  

教育内容 目 標 授業科目 時間数 単位数 主な内容 

 

 

 

 

看護教員に必要と思わ

れる教育内容を学ぶ。 

＜授業科目の例＞ 

民俗学 

身体論 

生命倫理 

医療経済論 

健康政策論 

リーダーシップ論 

コミュニケーション論 

カウンセリング論 

キャリアアップ論    等 

３０ ２ ＜教育内容＞ 

・人間理解や社会情勢の理解を深める内容 

・看護教員として求められるリーダーシップ理論と活用方法

が学べる内容 

・学習者と教師の相互理解を深めるための内容 

・変化する保健医療福祉制度の動向が理解できる内容 

・自己の看護観や教育観を深める内容 

 

 

＊各都道府県の特徴を生かして科目設定する。 
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